
事務 ト

事

域住民の保健医療の向

業

上及 地域住民の保健医

経

療の向上及 地域住民の

費

保健医療の向上及 地域

○

住民の保健医療の向上

管

及

び福祉の増進を包括

理

的に支援 び福祉の増進

経

を包括的に支援 び福祉

費

の増進を包括的に支援

[

び福祉の増進を包括的

長

に支援 び福祉の増進を

期

包括的に支援

するため

総

、以下の事業を実施 す

合

るため、以下の事業を

計

実施 するため、以下の

画

事業を実施 するため、

]

以下の事業を実施 する

そ

ため、以下の事業を実

の

施

①総合相談支援事業

他

①総合相談支援事業 ①

分

総合相談支援事業 ①総

野

合相談支援事業 ①総合

別

相談支援事業

②権利擁

目

護事業 ②権利擁護事業

標

②権利擁護事業 ②権利

４

擁護事業 ②権利擁護事

誰

業

③包括的・継続的ケ

も

アマネジ ③包括的・継

が

続的ケアマネジ ③包括

安

的・継続的ケアマネジ

心

③包括的・継続的ケア

し

マネジ ③包括的・継続

て

的ケアマネジ

メント支

住

援事業 メント支援事業

み

メント支援事業 メント

続

支援事業 メント支援事

け

業

④介護予防ケアマネ

ら

ジメント ④介護予防ケ

れ

アマネジメント ④介護

る

予防ケアマネジメント

持

④介護予防ケアマネジ

続

メント ④介護予防ケア

可

マネジメント

能なまち

２　事業コス

事

ト

事業費等（千円）
平

業

成28年度 平成29年

区

度 平成30年度 平成3

分

1年度 令和02年度

当

(

初予算 決算 当初予算 決

2

算 当初予算 決算 当初予

)

算 決算 計画 決算

事業費

自

342,816 339

治

,350 347,41

事

8 344,050 35

務

0,514 341,8

○

61 343,440 0

法

343,440 0

伸び

定

率（％） △5% 13%

受

1.3% 1.4% 0.

託

9% △0.6% △2%

事

△100% 0% 0%

人

務

件費
正規職員 26,4

そ

67 26,229 17

の

,548 16,511

他

15,025 14,7

政

86 6,554 0 6,

　

554 0

正規職員以外

策

2,090 2,112

９

2,180 2,180

将

2,280 1,140

来

2,161 0 2,16

に

1 0

小計 28,557

向

28,341 19,7

か

28 18,691 17

っ

,305 15,926

て

8,715 0 8,71

希

5 0

国庫支出金 133

望

,698 132,34

の

6 135,493 13

持

4,179 137,0

て

70 131,616 1

る

34,360 0 134

福

,360 0

県支出金 6

祉

6,849 66,17

社

3 67,746 67,

会

089 68,538 6

の

5,808 67,18

形

3 0 67,183 0

市

成

　　債 0 0 0 0 0 0 0

会

0 0 0

そ の 他 75

計

,419 74,657

介

76,431 75,6

護

91 81,874 78

保

,628 80,263

険

0 80,263 0

一般

事

財源（税等） 66,8

業

50 66,174 67

事

特

,748 67,091

別

63,032 65,8

会

09 61,634 0 6

計

1,634 0

所要人数

款

正規職員 3.33 3.

地

30 2.20 2.07

域

1.88 1.85 0.

支

82 0.00 0.82

援

0.00

（人） 正規職

事

員以外 0.95 0.9

業

6 0.96 0.96 0

費

.96 0.48 0.9

施

1 0.00 0.91 0

　

.00

主な予算内訳
地

策

域包括支援センター委

２

託料：335,000

高

千円

齢者

３

の

　目標及び実績
指標名

生

単位 平成28年度 平成

活

29年度 平成30年度

の

平成31年度 令和02

充

年度

活
動
指
標

包括会議

実

開催回数
回

目標値

実績

会

値 52 46 44

達成度

計

(%) % % % % %

目標

・

値

実績値

達成度(%)

項

成
果
指
標

総合相談件数

包

件
目標値

実績値 134

括

28 12820 137

的

29

達成度(%) % %

支

% % %

目標値

実績値

達

援

成度(%)

事業・任意事業費

予算区分 目 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費

取組方針 １
高齢者が住み慣れた地域で自立して暮らすことのできるま 大事

業

業 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

ちづくり 中事業 地域包括支援センター運営事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 平成18年度 ～ 担当課・担当課長・Tel 地域包括支援課 山路正晴 435-1197

事業実施の

チ

根拠法令 介護保険法第115条の45第1項 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

地域包括支援センターは高齢者が住み慣れた地域

ェ

で自立した生活が送 高齢者の自立支援に資するため、以下の事業・業務を行う。

れるように心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行 ①総合相談支援事業：高齢者が住み慣れた地域でそ

事

の人らしい生活を継続

ッ

務

できるようにするため

事

、どのよ

うことにより

業

、地域住民の保健医療

N

の向上及び福祉の増進

o

を包括的に うな支援が

事

必要か把握し、適切な

業

ｻｰﾋﾞｽ、関連機関

名

機関又は制度の利用に

[

つなげる等の支援を行

事

う。

支援することを目

ク

業

的とする。 ②権利擁護

基

事業：高齢者が、地域

本

で安心して尊厳のある

情

生活を行うことができ

報

るよう、専門的・継続

]

的な

視点からの支援を

6

行う。

③包括的・継続

5

的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

3

支援事業：高齢者の状

地

況や変化に応じた包括

シ

域

的・継続的なｹｱﾏﾈ

包

ｼﾞﾒﾝﾄをｹｱﾏﾈ

括

ｼﾞ

ｬｰが実践するこ

支

とができるように地域

援

の基盤を整えるととも

セ

に個々のｹｱﾏﾈｼﾞ

ン

ｬｰへのｻﾎﾟｰﾄを

タ

行う。

④介護予防ｹｱ

ー

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ：高齢

運

者が要介護状態等にな

ー

営

ることを予防するため

事

、介護予防事業その他

業

の適切な

事業が包括的

事

かつ効果的に実施され

業

るよう必要な援助を行

区

う。

事
業
内
容

平成28

分

年度 平成29年度 平成

(

30年度 平成31年度

1

令和02年度

地域住民

)

の保健医療の向上及 地



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

超高齢化社会が進むなか、高齢者のみの世帯や一人暮らし高齢者の増加、さらに認知症高齢者の増加が見込まれ、地域全体

で支援を必要とする高齢者を支える社

４

会基盤の整備が必要と

　

なる。今後、さらなる

事

地域包括支援センター

業

の機能強化が必要

とな

の

ると考えられる。

担当

評

課評価の根拠

平成27

価

年10月より従来の8

評

か所から15か所に増

価

設され、より細やかな

基

対応に努めているが、

準

業務負担が増加してお

[

り、予算

への対応にも

妥

検討が必要。

見直し・

当

改善内容

性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


